














































































































































































































































































































































































































































































































由」という厳格な基準に基づいて公選法11条 1 項 2 号の合憲性を審査し、




11条 1 項 2 号が立法された昭和25年当時、受刑者であることを選挙権の欠
格事由とすることが国民に憲法上保障されている権利を違法に侵害するも
のであることが明自であったとまでは認め難い」とし、立法不作為の違法
















































































































































































































































































り、正確に呼称される利益があるといえる（最高裁昭和63年 2 月16日第 3小










































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































「婚姻」した場合にのみ日本国籍を与えると定める国籍法 3条 1 項が憲法
14条の平等原則に違反しないかどうかが争われたが、最高裁判決は、国籍
法 3条 1 項は、1984年の制定当時には合憲であったが、その後の社会情勢
の変化、国際関係の変化、婚姻・家族に関する社会意識の変化などを挙げ
て、少なくとも係争事件において原告である子が国籍の取得の申請をした






























































































































り、正確に呼称される利益があるといえる（最高裁昭和63年 2 月16日第 3小
法廷判決・民集42巻 2 号27頁、最高裁平成18年 1 月20日第 2 小法廷判決・民集
60巻 1 号137頁参照）。
　しかし、人格権の一内容を構成する氏名について、憲法上の保障が及ぶ
べき範囲が明白であることを基礎づける事実は見当たらず、婚姻に際し、
婚姻当事者の双方が婚姻前の氏を称することができる権利が憲法13条で保
障されている権利に含まれることが明白であるということはできない。」
80　　早法90巻 4 号（2015）
　原判決のこの説示は不可解である。「明白である」という要件が付され
ているのは国賠法上の違法性の評価との関係で付されたものであり、それ
が不当であることはすでに論じた。また、原判決が憲法上の権利として
「婚姻に際し、婚姻当事者の双方が婚姻前の氏を称することができる権利」
を挙げていることが不当であることも、すでに指摘した。
　原判決の上記の説示の最大の問題は、憲法13条は憲法上列挙されていな
い利益を新しい人権として保障する根拠となること、氏名が人格権の一内
容を構成すること、氏名の利益として氏名を冒用されない権利利益、正確
に呼称される利益があることを確認したにもかかわらず、「婚姻に際し、
婚姻当事者の双方が婚姻前の氏を称することができる権利」がその一内容
をなすことについて、理由を示さず否定していることである。判例上認め
られている「氏名を他人に冒用されない権利・利益」、および「氏名を正
確に呼称される利益」は、その侵害が争われたことによって生成し承認さ
れてきたものである。その生成のプロセスをみるとき、氏名に関する権
利・利益の範囲を限定的にとらえるべき必然性はまったく存しない。むし
ろ、氏名に関する新たな権利・利益は、その問題状況に応じてさらに展開
され、新たに承認されるべきものである。新しい人権が判例・学説で承認
されてきた背景には、まさにそのような状況の変化と、それに対応する権
利救済の必要性があったのであり、そこから新しい権利・利益が憲法上の
権利として承認されてきたのである。
　夫婦同氏原則を定める民法750条は、まさに氏名を個人の意思によらず
に変更することを要求しているのであって、それに対抗する権利として、
「氏名の変更を強制されない権利」をもち出すことが最も適切である。本
件の事案において、「氏名の変更を強制されない権利」は憲法13条から導
出される権利として、あるいは、憲法13条の保障する人格権の一内容とし
て、憲法上保障されており、したがって、それは民法750条を違憲とする
憲法上の根拠となりうるのである。
　なお、ここで憲法上の権利として、「私生活上の自由」、「人格権」、プラ
夫婦同氏を要求する民法750条の違憲性（ 1）（戸波）　　81
イバシー権、氏名権、氏名の変更を強制されない権利、の相互の関係につ
いて整理しておきたい。まず、氏名に関する権利は、「私生活上の自由」
からも「人格権」からも導き出されうる。また、プライバシー権からも、
住基ネット訴訟の最高裁判決にみられるように、導き出されうる。しか
し、総じて氏名は個人の人格と結びついているので、人格権から導き出さ
れるとするのが妥当であろう。
　それでは、「氏名権」という一個の独自の権利として定立することはで
きないか。原告はそのような主張をしているが、氏名に関する権利・利益
はさまざまの方向に向かっているので、氏名権の内容をひとまとめにまと
めることは困難であり、したがって、「氏名権」を独自の人権として憲法
13条から導き出すことは、できないわけではないが、あまり賛成できない
（19）
。
人格権を人格にかかわる包括的な権利ととらえ、その一内容として、氏名
に関する氏名の変更を強制されない権利を導き出すのが妥当であろう。
（19）　なお、ドイツ民法12条（§12BGB）は、氏名権について規定しているが、そ
の内容は、氏名の使用に関する権利であり、氏名が第三者によって無断で使用され
ている場合に、その差止め等を求めることを認めるものである。夫婦同氏の違憲性
については、基本法 3条 2項の男女同権原則違反および人格権侵害によって争われ
ている。後出注（23）参照。
